
震災からの復興に向けた補正予算の早期編成を求める意見書 

 

 ３月１１日に発災した東日本巨大地震・大津波被害からの本格的な復興は被災地のみ

ならず、日本経済全体の復興を意味することとなります。わが国全体が非常事態である

今、政府が迅速に復興に向けた大規模な補正予算を編成し、執行していくことが、被災

者に安心を与え、自治体が躊躇なく的確な事業を実施することにつながります。したが

って、一刻も早い復興に向けて更なる補正予算を編成し、本格的な復興に向けた力強い

メッセージを内外に発出することは、国会及び政府に課せられた重大な使命と考えます。 

 よって、政府及び国会におかれては、今般の未曾有の大災害から一刻も早い復興を実

現するため、早期に第二次補正予算を編成し、早期成立を図られるよう、強く要望しま

す。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、新宿区議会の議を経て、意見書を提出し

ます。 
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